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平成 29年 7月 5日 

 

報道機関 各位  

 

東北大学大学院工学研究科インフラ・マネジメント研究センター  

東北大学大学院環境科学研究科 

 
 

この度、東北大学大学院工学研究科インフラ・マネジメント研究センター及

び大学院環境科学研究科では「コンクリートテクノプラザ2017（JCI）」に

て、内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の採択課題に関する

研究開発技術を出展しますので、お知らせいたします。 

つきましては、ご多用中とは存じますが、当日は取材を賜り、紙面、番組等

でご紹介いただけますようお願い申しあげます。 

ご取材にあたっては事前の申し込みは必要ございませんので直接会場へお越

しください。 

なお、先日開催されました「EE東北‘17」では、2日間のイベント開催期間

中15,700名もの方々にご来場をいただき、大盛況のうちに終了いたしました。

イベントへのご来場、並びに当大学ブースにお立ち寄り頂き、誠にありがとう

ございました。改めて、御礼申し上げます。 

 

１．日  時：平成 29年 7月 12日（水）10:00～17:00 

7月 13日（木） 9:00～17:00 

7月 14日（金） 9:00～15:00 
 
２．開催場所：仙台国際センター（仙台市青葉区青葉山無番地） 

 
３．出展ブース：5  

 
４．プレゼンテーション：平成 29年 7月 12日（水）12:00～12:15 

   「東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開」 

    東北大学大学院工学研究科インフラ・マネジメント研究センター 

センター長 久田 真 

「コンクリートテクノプラザ 2017(JCI)」への 
戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)に関する 

出展のお知らせ 



 

 

５．出展内容 

 ※①②③④⑤⑥⑦の概要は別紙資料を参照 

≪インフラ維持管理・更新・マネジメント技術≫ 

① 東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開 

（東北大学大学院工学研究科インフラ・マネジメント研究センター、 

八戸工業大学、岩手大学、秋田大学、日本大学） 
 

② 橋梁の打音検査ならびに近接目視を代替する飛行ロボットシステムの

研究開発 

（東北大学未来科学技術共同開発センター 准教授 大野和則） 
 

③ 道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を目指し

た総括的研究 

（東京大学大学院工学系研究科 教授 前川宏一） 
 

④ 超耐久性コンクリートを用いたプレキャスト部材の製品化のための 

研究開発 

（岡山大学大学院環境生命科学研究科 教授 綾野克紀） 
 

⑤ 高度なインフラ・マネジメントを実現する多種多様なデータの処理・

蓄積・解析・応用技術の開発 

（東日本高速道路㈱ 管理事業部 SMH 推進チームリーダー 上田 功） 
 

⑥ 高感度近赤外分光を用いたインフラの遠隔診断技術の開発 

（首都高技術㈱ 津野 和宏） 
 

≪革新的構造材料≫ 

⑦ 高温物質移動および組織の時間依存挙動のシミュレーション技術開発 

（東北大学大学院環境科学研究科 教授 松原 秀彰） 

【問い合わせ先】 

東北大学大学院工学研究科インフラ・マネジメント研究センター  

担当 鎌田、高橋 

電話：022(721)5503 

E-mail: staff-imc@ml.tohoku-imc.ac.jp 

（⑦について） 

東北大学大学院環境科学研究科 

担当 寺坂 

電話：022(795)4274 

E-mail: sota.terasaka.d5@tohoku.ac.jp 

mailto:staff-imc@ml.tohoku-imc.ac.jp


■研究開発テーマ： 東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築
■研究責任者： 東北大学インフラ・マネジメント研究センター

センター長 久田真
■共同研究グループ：東北大学インフラ・マネジメント研究センター(IMC)、

八戸工業大学、岩手大学、秋田大学、日本大学

IMC
テキストボックス
別紙①
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開発項目 最終目標 

飛行ロボットを利
用した橋梁の損
傷箇所の空撮と
打音検査 

• 撮影対象：コンクリート橋、鋼橋

• 点検に必要な機材を１BOX車で運搬

• 到着後、15分程度で撮影機材の準備

• 対象に合わせて軽量カメラを複数搭載し
死角のない映像を取得（可搬重量300g）

• １フライト10分程度、連続飛行で空撮

• １径間あたり30分〜40分で空撮

• 打音で損傷を確認

展開画像を利用し
た損傷の種類と
箇所の特定と調
書の作成 

• １径間あたり数〜十数時間で
複数の撮影映像から展開画像生成

• コンクリート橋のひび、鋼橋の腐食など損傷の種
類と位置を半自動で書き込み

• 損傷図、損傷写真作成支援ツールによる一連の
点検調書の作成

[ 開発の最終目標 ] 

[ 本技術の社会実装イメージ] 

[ 橋梁点検を支援・一部代替 ] 

参加企業・組織を中心に下記業務を行う 

１．橋梁点検飛行ロボットの製造、販売、リース、保守  

２．損傷画像解析ソフトの製造、販売、リース、保守  

３．操縦者・インストラクターの教育と資格認定  

交通規制を伴う点検作業をドローンを用いて
点検、画像処理・調書作成ツールによる調
書作成の簡略化  

橋梁点検車等
による近接点検

画像処理
 
 

 

損傷判定
 
 

調書作成

接写画像から
展開画像への自動復元

野外作業

屋内作業

野外作業

屋内作業

点検計画

チョーキング

損傷写真撮影

野帳記録

調書作成
データ整理

損傷図作成
調書作成

従来の点検 ドローンによる点検

点検用球殻ドローン
による画像取得

調書作成ツールによる
調書作成

損傷マッピング機能による
損傷図の半自動作成

展開画像と打音による
損傷の判定

遠隔操縦 網羅撮影

点検計画

目視調査および
打音検査 打音検査

 性能実証試験の実施 （千代田コンサルタント、航空宇宙技術振興財団、東急建設）

 損傷位置・程度の判定を支援する機能の開発 （東北大学、リコー）

ドローンが接写した映像から  
橋梁の展開図を復元し損傷を検出  

・画像処理により接写映像から
橋梁の展開画像を自動復元

・映像中の損傷が全体像のどこかを
特定し調書（点検報告書）作成を支援

・ひび割れ等の判定をソフトで支援 接写映像から復元した 
鋼橋床版の展開画像 

接写画像上での 
床版のひび割れ検出 

『現場で使える/使いたくなる』ツールとしてのロボット技術を目指し  
点検・航空・建設の専門機関が主導する性能実証試験を定期実施  

実橋梁での点検試行 風洞での空力性能試験 人工気象室での天候耐性試験 

通信中継用吸着ドローンの開発 （東北大学）

 点検用球殻ドローンの開発 （東北大学）

橋梁の桁間に入り点検するドローン 
（直径0.95m、重量2.5kg） 

受動回転球殻ドローンの仕組み 

球殻で保護された  
ぶつかっても落ちないドローン  

※ http://www.mlit.go.jp/common/001125338.pdf

橋梁外部に吸着し橋梁内部への  
通信中継を行うドローン  

・ 磁力で橋梁に吸着し、最小限の
電力消費で、その場にとどまり
通信を中継

・ 点検用ドローンへの通信を確保し
通信途絶による事故を予防

通信中継ドローンの運用イメージ 
磁力で 
現役橋梁に 
吸着する実験 

H27国交省現場検証評価※  

『従来必要だった人間用の  
 足場や交通規制が原則不要』  

『高解像度カメラで  
 0 .2mm幅の損傷 
 （ひび割れ等）を撮影可能』 

マルチコプター 
－足場、交通規制不要 

ジンバル
－ガードのみが回転し 
 本体の姿勢を維持

球形ガード 
－全周囲から本体を保護
－一定距離を維持し点検

＋ ＋

ジンバル機構マルチコプター本体

球形ガード 

1-接近 2-吸着 

3-プロペラ停止

桁橋や床版橋の近接目視、打音検査を代替するドローン（マルチコプタ）の研究開発 

 点検車両のアームが届かない橋梁も従来と同程度の時間で点検

 点検用の足場作成のコスト・期間を削減

 最小限の交通規制で点検業務を実施

 損傷箇所に関する調書作成を支援するソフトを開発

 

１． ぶつかっても落ちずに橋梁の奥まで入り込める 
   点検用球殻ドローンの開発 

２． 構造物に吸着して見通し外の点検用ドローンへの 
   通信を中継する通信中継ドローンの開発 

３． 点検映像に写った橋梁の損傷位置・程度の判定を支援 
   する機能の開発 

４． 点検・航空・建設の専門家主導による性能実証試験 
   の実施 

研究開発の目的 

研究開発の内容 

■研究開発項目 ： ロボット技術の研究開発
■研究開発テーマ ： 橋梁の打音検査ならびに近接目視を代替する飛行ロボットシステムの

研究開発
■研究責任者 ： 東北大学 未来科学技術共同開発センター 准教授 大野和則
■共同研究グループ： （株）リコー、千代田コンサルタント（株）、

（一財）航空宇宙技術振興財団、東急建設（株）

研究開発成果の最終イメージ 

３．損傷位置検出による 
調書作成支援 

４．専門家主導による 
実用性能の実証 

２．通信中継 
マルチコプタ 

１．打音検査や難アクセス箇所の近接目視を 
  代替するマルチコプタ 

(1) 
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術
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術
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術
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術
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ト
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術

（4）ロボット技術の研究開発

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②橋梁の打音検査ならびに近接目視を代替する
飛行ロボットシステムの研究開発50

研 究 責 任 者 東北大学 未来科学技術共同開発センター 准教授　大野和則
共同研究グループ （株）リコー、千代田コンサルタント（株）、（一財）航空宇宙技術振興財団、東急建設（株）

IMC
テキストボックス
別紙②
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最先端のハード技術 

・ 3次元レーダー 
・ ﾏﾙﾁｽｹｰﾙ統合解析 
・ データ同化 
・ 生存時間解析 
・ 高耐久床版 

・ ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ 
・ 浸透型防水材 
・ 仕上げ機械 
・ 表層品質評価試験機 
・ 品質確保システム 

・ 現場で試行 
・ 実績の積み上げ 
  （首都高、NEXCO、直轄国道） 

標準化 
指針、手引き類

の作成 

道路構造物の維持管理に役立つ 

技術の
普及 

道路構造物群の維持管理システム 

・ アセットマネジメント 
・ 入札・契約システム 
・ 改善サイクル 

・ 人材教育 
・ 分析技術 
・ データベース 

・ 試験運用 
・ 実績の積み上げ 
  （阪高、都道府県、市町村） 

全国へ水平展開 

開発技術の国内への実装 

海外展開 （北大、東大） 

①国際ネットワークの形成 ②ｱｼﾞｱ版ｲﾝﾌﾗﾚﾎﾟｰﾄの作成

③技術者育成プログラムの始動 ④AM国際標準の確立と実証

セミナー等拠点の構築 情報窓口 ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの現状調査(各国)

点検等ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ施設の創設支援(ﾍﾞﾄﾅﾑ) ISOの提案 ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨで実証(ﾀｲ)

Transfer and 
reconstruction of 
damaged bridge 

members

*In case of Hanoi for training center

事例集

配信

として
付録化

SIP開発技術の国際展開、国際標準化（ISO） 
～平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 最終目標

タイ
アセットマネ
ジメントの
適用

ベトナム

ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ技術者
育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の始動

ミャン
マー

維持管理
サイクルの
適用

他

インフラア
セットマネジ
メント展開
拠点の構築

ISO規格
• JCIで内容を議論
•TC71会合で作成を宣言

AMのISO
規格化

ｾﾐﾅｰを開催

•SIPオフィス
分室を設置

•現状調査ｱﾝ
ｹｰﾄを実施

ｾﾐﾅｰを開催 育成拠点ﾂｱｰ

劣化調査・分析 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施

ｾﾐﾅｰ・点検ﾃﾞﾓを実施(ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ)

ﾍﾞﾄﾅﾑの大学で
ｲﾝﾌﾗ維持管理
に関する講義を

開始

ISO規格案
の提案

国内マニュアル
類の英訳と
配信

品質実態調査

橋梁ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成
③ 技術者育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの始動 ④ ＡＭ国際標準の確率と実証 

① 国際ネットワークの形成 ② ｱｼﾞｱ版ｲﾝﾌﾗﾚﾎﾟｰﾄの作成 

道路管理者、地方自治体向けの維持管理システムを開発、試験運用 

・ 京都モデル（舗装、橋梁）→京都府、ベトナムで実装 
・ 阪大モデル（橋梁）→阪高への適用 
・ 高知モデル（橋梁）→高知県で実装、インドネシアで実装 

アセットマネジメントシステム開発 

①自治体組織の自己診断

民間協力
モデルB地方自治体

民間協力
モデルA

民間協力
モデルC

②適切な民間協力モデルの選択

D

→自然環境、インフラの特質、組織体制の違いを把握 →複数のモデルから自治体組織に最適なモデルを選定

③アセットマネジメントに適した組織改編や柔軟な
入札契約システムによるインターフェースの調整

各種分析

資金の
マネジメント

人員のマネ
ジメント

④持続的なアセットマネジメント体制の構築 →効率的にアセットマネジメント体制へと移行
→実働するマネジメントサイクルを実現

データベース

入札契約システムの開発 

維持管理の改善サイクルの開発 

・ 高知県で実装。点検ミスを減らす教育と点検方法の改善 

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの地方自治体への展開 

 

 ・劣化予測機能
・補修タイミング設定機能
・補修工法選定機能
・LCC算出機能
・予算平準化機能

PLAN(BMS)

output

最適管理基準設定

DO(MS)

点検

診断

措置

記録

・管理基準と診断結果の
ミスマッチ照査

・管理基準の妥当性照査
・点検技術、能力の照査
・基準類の妥当性照査

CHECK

・劣化予測の改善
・管理基準の改善
・点検技術・能力向上施策
・基準類改善
（点検頻度等）

ACTION

ミスマッチ等の原因分析

精度向上研究

点検技術研究

点検能力研究

ミスマッチ、不具合の
分析・改善研究

改善結果を
フィードバック

※BMS：ブリッジマネジメント
システム

※MS:メンテナンスサイクル

柏市（東大） 

大田市（東工大） 

土浦市、桜川市、 
神栖市（筑波大） 

上山市、仙台市 
名取市（東北大） 

京都府（京大） 

高知県（高知工科大） 

・ 地方自治体と大学との連携体制構築 
・ アセットマネジメントの水平展開を実施 

津別町（土木学会） 新潟市（土木学会） 

町田市（土木学会） 

富士市（土木学会） 
桑名市（土木学会） 

自治体Ａ
（公募で選定）

アセットマネジメントシステムモデル事業

事業実施

協定

支
援
・
評
価

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ実装のための実践研究委員会

土木学会技術推進機構

事業支援者A
（コンサル）

委託契約

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

学会が地方自治体の
アセットマネジメント 
導入を支援 

新たなビジネスモデル
の社会実験 

道路床版の維持管理を合理化 
次世代の負担軽減 

新設・架替え床版の 
       高耐久化 

過酷環境で劣化した 
既設床版の 

余寿命予測 

過酷環境下における 

凍結防止剤 
散布環境 重交通荷重 

適切な維持管理 

優先度付け 

対策の選択 

現在 

限界値 

寿命 

時間 

構造性能 

目標１ 目標２ 

高耐久材料の開発 
 
 

耐久性設計・評価 
 

施工技術による高耐久化 
 

現場実装 
 

 
 

点検データの活用 
  

品質確認技術 
 

現場実装 
 
 
 

補修施工技術の開発 
 
 

補修・補強の設計・評価 
 

劣化検知技術の開発 
 

混和材の積極利用（東大、日大） 
（ﾌﾗｲｱｯｼｭ、高炉ｽﾗｸﾞ、膨張材） 

成果 
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信号処理技術により、床版内部の変状を 
高速80km/h走行で検知可能に 

手作業の約3倍の精度
の仕上げ機を開発、 
現場試行へ 

ﾏﾙﾁｽｹｰﾙ解析により、 
施工前に耐久性確認 
（復興道路） 

医療統計を橋梁点検データの分析に応用、 
リスク評価により優先度を提示 

橋梁名 建設年 橋梁所在地

1 NNK橋 2010 岩手県二戸市

2 SNI橋 2007 岩手県二戸市

3 TKN橋 1996 青森県青森市

4 MDI橋(下) 2007 福島県いわき市

全565橋中

フライアッシュに 
よる耐久性向上 
のための 
材料設計法を 
提案 

復興道路で 
ﾌﾗｲｱｯｼｭによる 
高耐久床版を 
試験実装 

生存時間解析（東大） 

3Dレーダー（DK試験、東大） 

ﾏﾙﾁｽｹｰﾙ解析（東大） 

小型ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ（NIPPO） 

浸透型防水材（首都高） 

凍結防止剤散布橋梁  
(NEXCO東、東北地整) 

疲労劣化橋梁(首都高) 

ﾏﾙﾁｽｹｰﾙ解析（東大） 

表面機械仕上げ（NIPPO） 

【更新】 プレキャストPC床版 

表面吸水試験機（横国） 

【新設】 復興道路橋梁(東北地整) 
     熊本復興（九大） 

➡復興道路へ 
      実装 

「RC床版の手引き」  
に反映 

デ
ー
タ
同
化 

損傷入力 目視調査 

解析 

損傷データから床版の余寿命を予測 

余寿命評価 

疲労・ASR・凍害・
塩害の 評価 

ＷＪノズル開発により 
高効率、低騒音化を実現 

95ｍｍ

115ｍｍ

防水材の浸透による、 
床版の延命効果を確認 

場所打ち部の 
高耐久化 

水結合対比の低減  ● 

フライアッシュの使用● 
＋長期封かん養生 

膨 張 材 の 使 用 ●  

（ひび割れ抑制） 

防 錆 鋼 材 の 使 用 ●  

十分なｴﾝﾄﾚｲﾝﾃﾞｵｴｱ  ● 

（空気量6%） 

塩分環境下での骨材の ● 
反応性確認 

対策 劣化 

● 凍 害 
 

 
 
● 塩 害 
 
 
● A S R 
 

 
 
● 疲 労 

総サンプル数：69716 
損傷サンプル数：6212 
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率
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橋齢（年） 

近年建設された橋梁の推定リスク上位 

全565橋中 

 

大目標：道路インフラ（特に橋梁）の劣化損傷を的確に検出し、適切な維持管理を行うことで、維持管理費を抑えつつ、 

  安心して暮らせる社会を実現する。そのために必要な以下の技術開発を行い、国内外で実装する。 

ハード技術の開発：道路構造物のライフサイクルコストの最小化を実現するために必要となる、評価・検査・補修・補強・ 

  更新技術を開発する。 

ソフト技術の開発：地方自治体等の道路事業・管理主体において、維持管理の合理化を実現するシステムを開発する。 

国内外での実装：開発した技術・システムを、国内外の道路インフラ、地方自治体に実装する。国際展開のスキームを 

  構築する。 

 

・ 道路構造物の維持管理合理化達成のための要素技術を開発する ： 3次元レーダー、マルチスケール統合解析、データ 

   同化、生存時間解析、新設・更新用高耐久床版、ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ、仕上げ機械、表層品質評価試験機、防水材 

・ 道路管理者向けの維持管理システムを開発する：アセットマネジメントシステム、管理データベース、人材教育システム、    

   維持管理のPDCAサイクル 

・ 維持管理の合理化とビジネス化の両立を達成する：地方自治体の維持管理向けの入札・契約モデル、ビジネスモデル、   

   自己点検・改善方法の提案 

・ 国際展開：コンクリート構造物の維持管理に関する国際標準ISOの作成、アジア諸国における国際展開拠点の形成、開 

   発技術の海外への情報発信 

研究開発の目的 

研究開発の内容 

 ■研究開発項目 ：アセットマネジメント技術の研究開発  
 ■研究開発テーマ ：道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を目指した統括的研究 
 ■研究責任者 ：東京大学大学院 工学系研究科 教授  前川宏一 
 ■共同研究グループ： 東京大学、 日本大学、 （株）土木管理総合試験所、 （株）NIPPO，東日本高速道路（株）、首都高速道路（株）、 

        横浜国立大学，東北大学、 京都大学、 大阪大学、 高知工科大学、 高知工業高等専門学校、 東京工業大学、筑波大学大学院、 
       土木学会技術推進機構、 北海道大学、 首都高技術（株）、（一財）首都高速道路技術センター、九州大学 
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（5）アセットマネジメント技術の研究開発

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②道路インフラマネジメントサイクルの展開と
国内外への実装を目指した統括的研究57

研 究 責 任 者 東京大学大学院 工学系研究科 教授　前川宏一
共同研究グループ 東京大学、日本大学、（株）土木管理総合試験所、（株）NIPPO、東日本高速道路（株）、首都高速道路（株）、横浜国立大学、東北大学、京都大学、大阪大学、高知工科大学、

高知工業高等専門学校、東京工業大学、筑波大学大学院、土木学会技術推進機構、北海道大学、首都高技術（株）、（一財）首都高速道路技術センター、九州大学

SIP 開発技術を国内外へ実装します

最適な維持管理システムのカスタマイズ・展開を図ります

コストのかかる道路床版の維持管理を合理化します

IMC
テキストボックス
別紙③
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JIS A 5011-1 
品質の高い
高炉スラグ細
骨材の規格

①  高耐久性用高炉スラグ細骨材 

● 品質の高い高炉スラグ細骨材の規格の確立
● 機能性骨材として適切な価格で各地域に供給

② ＰＣプレキャスト製品

③ ＲＣプレキャスト製品

凍結防止剤が散布され，防水層が機能しなくなったと 
しても，従来のコンクリート部材より，凍結融解作用 
にも、荷重の繰返し作用にも，格段に抵抗性の高い 
製品を提供 

蒸気養生を用いた製造方法でも耐凍害性が担保された製品の供給  
20mm程度のかぶりでも，高い耐塩害性を確保した製品の供給  

から，高サイクル疲労荷重を受けるコンクリート構造の応答が再現できるようになってきた10)12)。図―12

は橋梁床版に輪荷重が繰り返し走行するときの応答を示したものであり，破壊に至ったときの繰り返し回数

からS-Ｎ図を表示したものである。ミリオーダーのひび割れを介した応力伝達の知見から，10メートルオ
ーダーの構造部材の応答が算定されることとなる。

これら知識の構造化を既存構造物の将来の挙動予測に適用し，残りの疲労寿命を推定することが可能とな

りつつある。目視検査で得られるひび割れ図(場所と方向の幅)のみから，計算仮想空間に損傷を人工的に作

り込み-pseudo-cracking7)13)，その後に交通移動荷重を作用させるものである(図-13)。検証には，実際に数
年の供用で疲労損傷した実橋梁床版を切り出し，実験室内で疲労荷重を作用させた結果などを検証に用いた

13)。初期損傷の無い試験体の疲労強度も計測し，数値解析との比較検討を行った。

図-14は実務対応を考慮した損傷入力画面と，将来に作用すると推定される交通荷重のもとで得られる余

寿命を示している13)。数値シュミレーションでは膨大な中間出力値が保存され得るが，最終的には余寿命疲

労強度曲線のみを橋梁管理者に引き渡す。ここでは設計時に用いられた材料特性値は意味を失い，現時点で

達成されている品質を推定し，それを全て受け入れた上で，将来予測につなげることとなる。ここでは維持

管理計画と新設構造の設計計画は，表裏一体として扱い得る。

Maximum principal strain profile
(displacement x10)

under fixed point cyclic loads

displacement x 75

Damage and corresponding deformation are
localized around the load point after many pulsating.

Magnified vertical displacement of the bottom face of the slab (upside down drawing)

Maximum principal strain profile
(displacement x10) 

under moving wheel-loads

displacement x 100

Damage and corresponding deformation are
dispersed along the slab axis after many passages.

Moving 
wheel-
type
loading
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fixed point cyclic shear by FE analysis

Cyclic moving point shear
by FE analysis

moving experiment by Matsui, et al. Perdikalis, et al.
fixed pulsating by Perdikalis, et al.

In water

図―12 微細ひび割れの相互作用と橋梁床版の疲労寿命10)

目視によるひび割れ位置と幅

Pseudo-crackingによって
変換されたひずみ場

図-13 ひび割れ目視点結果から等価な損傷を再現するPseudo-Cracking法7)13)
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解析と実験の比較検証

混和材料・養生方法の検討 

製品部材での施工性の確認 

製品部材での定点疲労・輪荷重試験 

仕様の決定

接合部 

製品部材の適用（製造実績：1.1万トン/年） 

補修限界 

大規模更新

性能 

供用年数 

HDHPC床版 

ライフタイム（寿命） 
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増粘剤による施工性能改善
【特願2015-143297】 

高炉スラグ細骨材を用いた
コンクリート（高耐久ＢＦＳコ
ンクリート）の品質確認

製品部材で確認

部材の目標
性能設定

設計

高炉スラグ細骨材の
品質規格の決定

実機工場で確認

コンクリート
の目標品質
設定

製造仕様
決定凍結融解抵抗性の確認

凍結融解後の水中疲労寿命
【特開2016-216284】 

塩分浸透性と防錆性能 

凍結融解向上のメカニズムの解明 
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各地で製造される高炉スラグを用いた 
反応性確認試験方法の検討 

【特願2015-242333】 
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供用中の高速道路等で劣化が顕在化した部材を取替える大規模メンテナンス
工事において，『交通規制の短縮』・『確実な施工』・『改修による耐久性向上』 
を実現するプレキャスト製品の開発を行う． 

 ＰＣ (Prestressed Concrete) プレキャスト部材
⇒「防水層に頼らず」塩害・凍害に耐える床版を提供

 ＲＣ (Reinforced Concrete) プレキャスト部材
⇒優れた耐凍害性を「添加剤（ＡＥ剤）不要」で実現

『BFSコンクリートを用いたPCa部材の製造指針』を学会で発刊し，指針に基づき
実施工を行う． 

 高炉スラグ細骨材が，コンクリートの耐久性を著しく向上させるメカニズムの
解明

 超耐久性コンクリートに用いることが可能な高炉スラグ細骨材を全国で使える
供給体制を確保

 実験室と同品質のコンクリートを実際の製品工場で製造可能にする，製造方
法/検査方法の確立と品質管理体制の構築

研究開発の目的

超耐久性コンクリートを用いたプレキャスト部材の
製品化のための研究開発
岡山大学大学院環境生命科学研究科 教授 綾野克紀
オリエンタル白石(株),ランデス(株),ＪＦＥスチール(株)     

研究開発の内容
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ン
ト
技
術

(5) 

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術

（2）構造材料・劣化機構・補修・補強技術の研究開発

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②超耐久性コンクリートを用いた
プレキャスト部材の製品化のための研究開発38

研 究 責 任 者 岡山大学大学院 環境生命科学研究科 教授　綾野克紀
共同研究グループ オリエンタル白石（株）、ランデス（株）、JFEスチール（株）

プレキャスト製品

高炉スラグ細骨材

IMC
テキストボックス
別紙④
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① SIP成果を活用した製品・サービスの概要 

地方公共団体等のインフラ管理者が点検・診断したデータ（テキスト・画像等）をＤＢに蓄積し、統合的な分析・評価を行う
事で、自治体等のインフラ管理を支援する仕組みを構築。市町村・政令指定市・都道府県など個別のインフラ管理者毎
の規模・財政力等に応じて柔軟に対応するため、ソーシャルキャピタルデザイン社がクラウドシステムとして提供。 

クラウドシステムをベースに地域大学等と連携して点検・診断に対する技術支援やデータクレンジング等も提供。 

② 社会実装時の運用形態 

地域大学や技術センター等が、本クラウドシステムをベースに、インフラ維持管理データを活用した業務改善や技術アド
バイス、人材育成等のサービスを地元自治体に提供。（平成２９年度から、東北大学、山形県で実施予定） 

各地域の建設コンサルタントやIT企業等が本システムを活用して各地域単位でサービスを提供することも想定。 

一元管理DB  
for 自治体 

損傷診断支援システム（拡張機能） 

・過去の損傷事例を見なが  
   ら点検結果の診断が可能 

インフラ管理の「見える化」システム 

・諸元情報・点検データをデータベー 
   ス化し複数の切り口から状態を可視化 
 

マルチメディア DB  
for 自治体 

紐付け 

SIP事業を活用した 自治体向けクラウドシステム 

技術相談 
自治体/コンサル 地域拠点大学 

地元自治体 

地元企業 

地元団体 

③ 本事業による効果（雇用促進等） 

点検・診断に係るコンサルタント､補修アドバイスを
行う建設会社、ＤＢ・ＵＩを開発・保守するＩＴ系企業、
技術的アドバイスや分析をサポートする大学研究
者等の雇用促進。 

インフラ
管理者 
地方 

公共団体等 

・地域大学、技術センタ  
  ー等を核とした組織 
・地域の建設コンサル 
  タント、ＩＴ企業等 

支援 

システム提供・技術支援 
【NEXCO東日本等】 

構築・運用支援 

サー
ビス 

成果②：現場の利用実態を踏まえた対話的なUIの開発 
 

 成果の概要 
「現状の成果①」で開発したDBを、API及びメッセージングを通じて活用し、現場での利用実態を反映した対話的なユーザ
インタフェースを開発してDBの機能を検証するとともに、現場で実証可能な検証用のアプリケーションを開発。 

 ニーズ・課題と本成果の有効性 
インフラ管理の現場では、本社、支社、事務所、現地などの間で、同時に同じ情報を共有すること、また、施設や位置に関
連する情報を複合的観点から把握することで、的確な判断が可能。本成果により、複数の現場、異なるデバイス間におけ
るリアルタイムのデータ連携と表示連携を実現。 

 技術的な新規性、優位性 
様々な維持管理現場のニーズに応えるマルチスケールUIを実現。複数の視点（ビュー）により管理対象物を多角的に連携
表示し、より総合的な管理や意思決定を支援。また、複数拠点で維持管理を運用するケースに対応するため、分散管理さ
れたマルチメディアデータを自動集約・同期させる機構を開発。 

利用者

利用者

利用者
支社および管理事務所

インター
ネット

マルチメデ
ィア

マルチメディア
データファイル
画像データ等

マルチメディ
アデータ
キャッシュ

画像表示の
高速処理

インフラ一元管理
データベース

画像の呼出し

画像の配信

マルチメディアデータ・アクセラレータ
・アプリケーションゲートウェイ機能
・マルチメディア配布スケジューラ機能
・マルチメディア収集エージェント機能

検証用のアプリケーション 

リアルタイム性確保のための 
「マルチメディアデータ・アクセラレータ」の機能 

成果①： IoTを想定したインフラ維持管理向けデータモデル、システムアーキテクチャとDB設計 
 

 成果の概要 
(1)  過去に蓄積されたデータや今後想定されるセンサーデータなど、多種多様なデータの取得から活用までを対象にした  
      インフラデータを管理するためのデータモデルを開発し、「道路情報表現仕様（第1版）」として整理。 
      このモデルは、高速道路、国道、地方道など異なるインフラ管理者にも適用可能で、構造物の諸元とメンテナンス情報 
      の両方を記述可能。 

(2)  データベースソフトウェアに依存せず、複数種のデータベースをまたいで検索 
   できるWebベースの「道路情報データベース共通API仕様（第１版）」を開発。 

 ニーズ・課題と本成果の有効性 
インフラ管理者は多種多様なデータを保有しているが、データ形式の互換性や 
データ定義の違い等の問題があり、データの流通・活用が難しかった。 
本成果により、複数のデータベースに登録された地理情報を結びつけて検索する 
など、データの統合や連携による有効活用が可能。 

 技術的な新規性、優位性 
多種多様なデータを組織間・業務間で流通・活用するためには、データモデルが 
必要不可欠であるが、道路維持管理の分野では、高速道路と一般道の両方を 
包括的に表現できるデータモデルはない。 
また、短期間・低コストで既存システムの稼働を維持しつつ、複数のデータベースを 
統合することが可能。 

データ・モデル（データ構造化の一例） 

諸元情報 

メンテナン情報 
（点検・診断・補修） 

構造物の「諸元」と「メンテナンス情報」の
両方を記述できるデータ・モデル 

連邦型道路管理データベース・ラッパー 

統合用 
索引DB GIS 

高速道路管理 
データベース 

一般道管理 
データベース 

マルチメディアDB 

マルチメディア 
アクセラレータ 

標準API 
= REST + JSON型API 

データ表現仕様 
= 道路情報表現仕様（第1版） 

統合データベースI/F 

 

• 管理者の業務に合わせ、各種情報を統合的に可視化 

• オープンデータ等、外部との情報流通を実現 

• 業務に有効なデータ、分析手法、表現等をＤＢに反映 

• 実務で利用中ＤＢの課題を把握し現実的な方針を設定 

• 各方面の標準化をインフラに適用して再構成し文書化 

• 業務での利用方法を想定し、データモデル/API等を設計 

•  現場実証を踏まえて、段階的にデータを加工、補正 

• データクレンジング、マルチメディア加工を極力自動化 

高度なインフラ・マネジメントを実現する多種多様な 
データの処理・蓄積・解析・応用技術の開発 
東日本高速道路(株) 上田 功  
(株)ソーシャル･キャピタル･デザイン,(株)横須賀テレコムリサーチパーク 

 
１） 維持管理に関わるニーズと技術開発のシーズとのマッチング： ＮＥＸＣＯ東日本の維持管理業務を実証フィールドとして、   
     業務上の課題/ニーズと技術的な課題を明らかにした上で、マッチする開発要件（シーズ）を設定 

２） 新しい技術を現場で使える形で展開： 現行システム、蓄積データ等の既存資産の有効活用を図るとともに、新しい技術 
     を現場で実証・評価しながら段階的に実運用に導入 

３） 予防保全による維持管理水準の向上： 多種多様なデータの有効活用を図るため、経営、マネジメント、現場が機動的に  
     情報共有し、的確な判断と円滑な執行を支援するデータの「利用」環境を開発 

４） 低コストで実現： 現行システムの活用、オープンデータの活用、標準的な技術の採用等に留意し、自治体業務に活用 

オープンデータ データ処理技術 ユーザインタフェース 

カ
タ
ロ
グ
サ
イ
ト

 

開
発
者
サ
イ
ト

 

デ
ー
タ

 
ク
レ
ン
ジ
ン
グ

 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

 
デ
ー
タ
加
工

 

デ
ー
タ

 
ア
ノ
テ
ー
シ
ョ
ン

 

・・
・ 

MM 
DB 

GIS 
DB 

Sensor 
DB 

自治体向け 
インフラDB 

実
務
検
証
用
ユ
ー
ザ

 
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

 

道
路
維
持
管
理

UI
 

NEXCO東日本 
維持管理DB 
（RIMS DB） 

共通API/標準ボキャブラリ 

インフラ一元管理データベース 

研究開発の目的 

研究開発の内容 

(1) 

点
検・モ
ニ
タ
リ
ン
グ・診
断
技
術

(2) 

構
造
材
料・劣
化
機
構・補
修・補
強
技
術

(3) 

情
報・通
信
技
術

(4) 

ロ
ボ
ッ
ト
技
術

(1) 

点
検・モ
ニ
タ
リ
ン
グ・診
断
技
術

(2) 

構
造
材
料・劣
化
機
構・補
修・補
強
技
術

(3) 

情
報・通
信
技
術

(4) 

ロ
ボ
ッ
ト
技
術

(5) 

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術

(5) 

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術

（3）情報・通信技術の研究開発

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②

研究責任者

共同研究グループ

高度なインフラ・マネジメントを実現する多種多様な
データの処理・蓄積・解析・応用技術の開発42

研 究 責 任 者 東日本高速道路（株）　上田功
共同研究グループ （株）ソーシャル･キャピタル･デザイン、（株）横須賀テレコムリサーチパーク

IMC
テキストボックス
別紙⑤
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12カ月点検パック 

トンネル点検パック 

橋脚 点検パック 

（１）橋脚  塩害分布図  
   ○○万円  

（２）環境外力  影響図  
   ○○万円  

（３）水分分布図  
   ○○万円  

水洗いに 
  お勧め！ 

コア抜き箇所 
  の参考に！ 

長期 メンテ 
ナンス計画に！ 

最終数値目標 

点検活用イメージ 

事業化イメージ 

インフラ点検サービス 
（コンサルティング付き） 

１、３ｍ離れた位置からコンクリート表面を診断  

  （水、塩化物）  

２、エリア1m×1mあたり10秒で測定  

３、装置重量５kg以下  

１） 鉄筋コンクリート構造物の１次スクリーニング 
     点検に利用可能 

２） 劣化予防の長期メンテナンス計画の根拠資料 

遠方からの１次スクリーニング結果（劣化因子の濃度  

分布）をコンター表示。  

重要点検箇所を抽出して予防保全を省力化。  

0 kg/m3 10 kg/m3 

20 kg/m3 40 kg/m3 化学劣化可視化 

○ ケモメトリクスにより塩害を定量化 

   ＜供試体の写真＞    ＜塩化物含有量の可視化像＞ 

○ 橋脚の水分分布の可視化 

カメラ画像 水分可視化画像 

 水分の含有量を検出し、 
    モノクロの濃淡で可視化。 

吸
光
度
 
(
A
U
)
 

1000 1500 2000 2500 
波長 (nm) 

左図中の数字は、供試体に含有させた塩化物イオン量。 

右図の赤色はPLS解析の因子得点を画面表示したもの。 

黒は塩害なし。赤が濃い程塩害の度合いが高い。 

表面の水分が多いほど 
          黒く表示される。 

★本測定条件では、光量が飽和および不足    
  する領域での水分含有量が計測できない。 

今後、橋脚表面の塩害が評価できる 
ようコンター図化機構を実装する予定。 

スペクトル計測例（波長：1200nm単色光） 

＜近赤外分光の検出器＞ 

拡散反射板 

光
源 

1000 1500 2000 2500
0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

対策後 

対策前 

吸収スペクトル感度の改善 

迷光対策により改善 迷光による異常信号 

本プロジェクトで迷光対策を実施。 
より高精度、高感度な検出を実現しました。 

1.0～2.35μmの広帯域近赤外 
センサーを採用。 

本プロジェクトで遠方測定可能な光学系を開発。 

＜遠方分光分析光学系＞ 

  

・  遠方分光分析技術  

・  １次スクリーニング技術  

・  微量な劣化因子を計測  

研究開発の内容 

 ■研究開発項目    ： 点検・モニタリング・診断技術の研究開発  
 ■研究開発テーマ    ： 高感度近赤外分光を用いたインフラの遠隔診断技術の開発 
 ■研究責任者    ： 首都高技術株式会社 津野和宏 
 ■共同研究グループ： 首都高技術株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所 
      国立大学法人東北大学、富士電機株式会社、住友電気工業株式会社          

コンクリート劣化因子を遠方から測定  
 ⇒  接近不要、足場不要、交通規制不要  

１次スクリーニングで損傷の予防・早期診断  
 ⇒  点検コスト削減、長持ちするインフラ  

劣化因子物質の分布  
（水分・フリーデル氏塩） 

研究開発の目的 

①精密検査箇所特定  ②予防保全・補修計画のための  
   計測器  

(2) 

構
造
材
料・劣
化
機
構・補
修・補
強
技
術

(3) 

情
報・通
信
技
術

(4) 

ロ
ボ
ッ
ト
技
術

(5) 

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術

(1) 

点
検・モ
ニ
タ
リ
ン
グ・診
断
技
術

(2) 

構
造
材
料・劣
化
機
構・補
修・補
強
技
術

(3) 

情
報・通
信
技
術

(4) 

ロ
ボ
ッ
ト
技
術

(5) 

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術

(1) 

点
検・モ
ニ
タ
リ
ン
グ・診
断
技
術

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②

（1）点検・モニタリング・診断技術の研究開発

高感度近赤外分光を用いた
インフラの遠隔診断技術の開発10

研 究 責 任 者 首都高技術（株）　津野和宏
共同研究グループ 首都高技術（株）、（国研）産業技術総合研究所、東北大学、富士電機（株）、住友電気工業（株）

コンクリートの分析

装置・実装技術

IMC
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最新の研究成果

http://www.jst.go.jp/sip/k03/sm4i/index.html
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